
日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアルの特則

○　「企業および地方公共団体等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」（以下「適格性判定特則」といいます。）（注）に定める企業および地方公共団体等債務にかかる担保（以下「特則適格担保」といいます。）に関する事務のうち、自己査定型企業（担保差入金融機関等の直近の自己査定において業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる企業をいいます。以下同じです。）の債務の差入に関する願出ならびに適格債務者等の選定依頼および選定依頼の取下げ等に関する事務に関しては、「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアル」にかかわらず、本特則に従って取扱ってください。
○　なお、このマニュアルは、手形、電子記録債権、証書貸付債権へのスタンプ押なつ依頼等事前審査手続や担保差入れに関する事務の細部取扱いは対象としておりません。手形、電子記録債権、証書貸付債権については、担保として持込む前に、日本銀行業務局または支店業務課において事前の要件審査を受けて頂く必要がありますが、こうした点を含めて、実際の担保取扱いに関しては、「企業および地方公共団体等債務にかかる特則担保に関する細則」（以下「特則担保細則」といいます。）をご参照下さい。

（注）日本銀行ホームページおよび末尾の（参考１）をご覧ください。

○　2023年４月より、日本銀行担保の適格性判定等に関する事務について金融市場局にご提出頂く書類については、法令・制度等により押印や紙での授受が必須とされるものを除き、原則として日本銀行金融市場オンライン（以下、「市場オンライン」といいます）を通じた授受としております。これに伴い書式が改訂されておりますので、ご提出にあたっては、必ず本マニュアル附属の最新の書式をご利用ください。改訂前の書式でご提出された場合には、再提出をお願いすることとなりますので、ご注意ください。なお、押印欄のない書式につきましては、市場オンラインによりご提出いただくこととなりますが、押印欄のある書式については、従来通り紙ベースでご提出をお願い致します。市場オンラインにてご提出いただくことが難しい場合は、以下の照会先までご照会ください。
なお、市場オンラインをご利用の際には、日本銀行対金融機関等情報ネットワークシステム利用規則に従ってください。市場オンラインの操作方法については、「ＢＯＪ－Ｉｎｆｏユーザマニュアル」をご参照ください。市場オンラインがシステム障害等でご利用できない場合は、提出方法につき、ご照会ください。

また、市場オンラインへの通知等掲載の際には、担保に関する基本約定締結先に対して電子メール等にて掲載連絡を行う場合がございます。その際の連絡先となる電子メールアドレスが変更となった場合は、５．（１）に記載の金融市場局市場企画課信用リスク管理グループまで速やかにご連絡をお願い致します。
１．選定依頼書等の受付

　　日本銀行は、当座勘定取引の相手方である金融機関からの依頼に基づき、特則適格担保について、適格債務者等の選定等を行います。　
（１）提出書類の種類
　　　特則適格担保の差入を希望する金融機関は、下表に掲げる書類を日本銀行（第１号書式および第３号書式は日本銀行本店）に提出してください。なお、書類の提出にあたっては、次の（２）に掲げる事項に留意してください（以下、当該書類を提出した金融機関等を「差入希望金融機関等」といいます。）。
	選定を依頼するまたは差入を希望する
債務者・担保種類
	提出書類の種類
	関係する
留意事項

	信用判定
企業
	社債
	イ、適格性判定特則３．に定める基準を満たす社債の発行者
	既に信用判定を受けている企業については、特則適格債務者の選定依頼は不要です。新たに信用判定を希望する場合は、「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアル」をご覧ください。
	（２）イ、・
へ、・ト、

	
	
	ロ、保証（併存的債務引受を含みます。以下同じです。）により適格性判定特則３．に定める基準を満たす社債の発行者および保証企業
	
	

	
	電子

記録

債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす企業を債務者とする電子記録債権のうち、同別表（２）ロ、に掲げる基準を満たす電子記録債権の債務者
	
	

	
	証書

貸付

債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす企業に対する証書貸付債権のうち、同別表（１）ロ、に掲げる基準を満たす証書貸付債権の債務者
	
	

	自己査定
型企業
	手形
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす企業が振出す手形
	「手形、企業に対する自己査定型証書貸付債権および同電子記録債権の差入に関する願書」（第１号書式）（注１）
	（２）ロ、・ハ、・ニ、・へ、

	
	電子

記録

債権
	イ、適格性判定特則３．に定める基準を満たす企業を債務者とする電子記録債権のうち、同別表（２）イ、に掲げる基準を満たす手形類似電子記録債権
	
	

	
	
	ロ、適格性判定特則３．に定める基準を満たす企業を債務者とする電子記録債権のうち、同別表（２）イ、に掲げる基準を満たす電子記録債権
	
	

	
	証書

貸付

債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす企業に対する証書貸付債権のうち、同別表（１）イ、に掲げる基準を満たす証書貸付債権
	
	

	地公体
	電子

記録

債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす地方公共団体を債務者とする電子記録債権の債務者
	「地方公共団体に対する証書貸付債権および同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼書」（第２号書式）
	（２）ホ、・ト、

	
	証書

貸付

債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす地方公共団体に対する証書貸付債権の債務者
	
	

	
	地方

債
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす地方債
	「特則地方債の適格性判定依頼書」（第４号書式）（注２）
	

	地公体
出資法人
	電子

記録

債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす地方公共団体出資法人を債務者とする電子記録債権の債務者
	「地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権および同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼書」（第３号書式）（注３）
	（２）ロ、・ハ、・ニ、

	
	証書

貸付

債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権の債務者
	
	


（注１）「手形、企業に対する自己査定型証書貸付債権および同電子記録債権の差入に関する願書」は、適格性判定特則に基づき自己査定型企業の債務を初めて差入れる場合、その他日本銀行から指示があった場合に提出してください。
（注２）「特則地方債の適格性判定依頼書」を提出する際には、選定対象の地方債の発行要項を併せて提出してください。
（注３）「地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権、同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼書」を提出する際には、選定対象の地方公共団体出資法人について、地方公共団体が全額出資していることを証する地方公共団体が作成した書類等を併せて日本銀行に提出してください。

（２）留意事項
イ、信用判定企業の債務にかかる格付変更時の掛目変更
適格格付機関から取得している債務者の最高格付がA格以上からBBB格に変更された場合には、担保の種類が「適格担保取扱基本要領」（以下「担保基本要領」といいます。）に定める社債または企業に対する証書貸付債権・電子記録債権から適格性判定特則に定める社債（以下、特則社債）または企業に対する証書貸付債権・電子記録債権に変更されます。このため、当該変更が生じた日から３営業日程度で担保の種類および掛目が変更される点にご留意ください。
ロ、自己査定型企業または地方公共団体出資法人の債務にかかる自己査定の確認
自己査定型企業または地方公共団体出資法人に対する債務について、担保差入を希望する場合には、当該企業または法人にかかる差入希望先自身による直近の自己査定が「業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる先」である旨を確認してください。
なお、自己査定型企業について、次の（イ）から（ニ）を除く株式会社であって、本社の所在地が国内にあることを、併せて確認してください。
（イ）銀行、金融商品取引業者（第一種金融商品取引業のうち有価証券関連企業に該当する業務を行う者に限る）、証券金融会社、短資業者、保険会社
（ロ）ほかの企業の経営管理を主たる業務とし、（イ）に掲げる会社を実質的に支配している株式会社（連結対象に上記金融機関等を含む純粋持株会社）
（ハ）当座勘定取引の相手方である株式会社（（イ）および（ロ）に掲げるものを除く）
（ニ）会社法の規定による株式会社のうち、専ら資産担保債券または資産担保短期債券の発行を目的とする株式会社
ハ、自己査定型企業または地方公共団体出資法人の自己査定に関する事項が変更された場合の取扱い
（１）の書類提出に基づき担保として現に差入れている自己査定型企業または適格債務者となった地方公共団体出資法人の債務について、当該企業または法人にかかる差入希望金融機関等自身による自己査定が「業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる先」でなくなった場合には、直ちに日本銀行に連絡するとともに、当該債務について遅滞なく担保返戻依頼を行ってください。
また、対象となる債務者が地方公共団体出資法人の場合には、併せて「地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権、同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼取下げ書」（第６号書式）を提出してください。

ニ、自己査定型企業または地方公共団体出資法人の債務の差入希望金融機関等の信用リスク管理状況
自己査定型企業または地方公共団体出資法人の債務を担保差入できるのは、信用リスク管理状況について日本銀行が適切であると認めた差入希望金融機関等に限られます。
ホ、地方債の選定スケジュール
　金融市場局では原則として毎週最終営業日（注）までに提出された依頼書をとりまとめ、適格性判定作業を実施します。その結果は原則として依頼を締め切った週の翌週末を目処にご連絡します。

（注）依頼書の締切日および適格債券の選定日（選定日の翌営業日から選定された債券が担保として利用可能）を以下のとおりとしています。なお、依頼書を提出する翌週に休日が含まれる場合には、依頼書締切日が週の最終営業日とならない点にご注意下さい。また、ご提出いただいた依頼書に不備があった場合は、再提出をお願いすることとなります。書式に記載の記入例に従ってご記入ください。再提出となった場合、翌週の審査（翌々週初の適用）となりますのでご注意下さい。
	週の営業日
	選定日
	依頼書締切日

	４営業日以上
	週の最終営業日
	当該選定日の５営業日前

	３営業日以下
	当該週は選定を行わない

（次に到来する選定日に選定）
	――


へ、対象先の密接関係企業についての確認

「担保基本要領」５．（２）ロ、に定める「実質的な支配力または影響力に照らして、取引先と密接な関係を有すると日本銀行が認める企業」（以下「密接関係企業」といいます。）にかかる債務については、当該対象先は日本銀行に対して担保として差入れることはできません。（１）の選定依頼書を提出する際には、差入対象の企業が差入希望先自身の密接関係企業でないことを確認してください（注）。

（注）差入れる担保の債務者等が密接関係企業でないことの確認は、特則担保細則第３章の規定に基づき、実際に担保を受入れる際の審査において行います。このため、（１）の選定依頼書に基づき選定された債務者等が密接関係企業である場合には、担保の差入れを受付けません。密接関係企業については、末尾の（参考２）をご参照ください。
ト、既に適格とされた地方公共団体等についての取扱い
（イ）他の金融機関から日本銀行に対する（１）の選定依頼書の提出により既に適格債務者等として選定済の地方公共団体および特則地方債については、改めて（１）の選定依頼書を提出する必要はありません。
（ロ）特則社債、信用判定企業に対する証書貸付債権・同電子記録債権、特則地方債および地方公共団体に対する証書貸付債権・同電子記録債権について、既に適格担保債券または適格債務者として選定されているか否かについては、「担保に関する細則」に定める手順に沿って、照会してください。
チ、担保の受入停止、返戻等の措置
日本銀行は、適切な担保管理の観点から、担保差入金融機関等が現に差入れている適格性判定特則に定める企業および地方公共団体等債務にかかる担保について、担保としての受入停止、返戻等の措置を行う場合があります。この場合、差入希望先は、日本銀行の指示に従ってください。
（３）適格債務者等として選定したことの通知
日本銀行は、（１）の書類の提出を受けた場合には、適格性判定の結果について、差入希望先に対し、適宜の方法で通知します。
２．選定依頼の取下げ
（１）取下げ書の提出

差入希望先は、適格債務者として選定済の地方公共団体または地方公共団体出資法人についての選定依頼を取下げる場合には、下表に掲げる取下げ書を日本銀行に提出してください。なお、取下げ書を提出する際には、日本銀行に対して、事前にご連絡ください（連絡先については、５．をご参照ください。）。
	選定依頼を取下げる
債務者・担保種類
	取下げ書の種類

	信用判定
企業
	社債
	イ、適格性判定特則３．に定める基準を満たす社債の発行者
	信用判定の取下げについては、「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアル」をご覧ください。

	
	
	ロ、保証により適格性判定特則３．に定める基準を満たす社債の発行者および保証企業
	

	
	電子
記録
債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす企業を債務者とする電子記録債権のうち、同別表（２）ロ、に掲げる基準を満たす電子記録債権の債務者
	

	
	証書
貸付
債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす企業に対する証書貸付債権のうち、同別表（１）ロ、に掲げる基準を満たす証書貸付債権の債務者
	

	地公体
	電子
記録
債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす地方公共団体を債務者とする電子記録債権の債務者
	「地方公共団体に対する証書貸付債権および同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼取下げ書」（第５号書式）

	
	証書
貸付
債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす地方公共団体に対する証書貸付債権の債務者
	

	地公体
出資法人
	電子
記録
債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす地方公共団体出資法人を債務者とする電子記録債権の債務者
	「地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権および同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼取下げ書」（第６号書式）（注）

	
	証書
貸付
債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権の債務者
	


（注）差入希望先からの選定依頼に基づき適格債務者として選定済の地方公共団体出資法人に関して、①地方公共団体からの全額出資、または、②自己査定に関する事項が変更される場合についても、提出してください（なお、自己査定に関する事項のうち、査定日付のみが変更される場合には、本取下げ書の提出は不要です。）。
（２）選定依頼の取下げ時の取扱い

　　　差入希望先により（１）の取下げが行われた場合には、日本銀行は取下げ対象の地方公共団体または地方公共団体出資法人等の適格債務者としての選定を解除します。
３．書類の提出先
（１）第１号書式および第３号書式の提出先
第１号書式および第３号書式を提出する場合には、金融市場局市場企画課信用リスク管理グループ（本店新館４階）に提出してください（当座勘定取引において業務局に届出済の代表者または代理者の印章を押なつまたは署名する必要があります。）。ただし、差入希望先が、日本銀行本店との間で当座勘定取引を行っていない場合には、当座勘定取引において日本銀行支店に届出済の代表者または代理者の印章を押なつまたは署名の上、日本銀行支店に提出してください。なお、選定依頼を行う債務者数が多い場合等には、電子ベースでの依頼書の送付を追加的にお願いすることがあります。
（２）第２号書式、第４号～第７号書式の提出先
第２号書式、第４号～第７号書式を提出する場合には、市場オンラインにてご提出ください。
４．変更の届出
差入希望先は、自らが１．（１）の選定依頼書を提出することにより適格債務者として選定済の地方公共団体または地方公共団体出資法人に関し、次の事象が生じた場合には、「地方公共団体等債務にかかる担保の選定依頼に関する変更連絡書」（第７号書式）にその内容を記載したうえで、日本銀行に提出してください（注）。

（１）地方公共団体または地方公共団体出資法人について、名称または住所の変更がある場合
（２）地方公共団体または地方公共団体出資法人について、合併、事業の全部もしくは重要なる一部の譲渡または譲受（分割や持株会社化等による企業形態の大幅な変更を含みます。）が発生することが判明した場合

（３）選定に関する連絡担当部署が変更される場合および合併、事業譲渡等の事由によ　　

り差入希望先の名称が変更される場合

（注）本連絡書を提出する場合には、日本銀行に対して、事前にご連絡ください（連絡先については、５．をご参照ください。）。提出先は、３．と同じです。
５．本件に関する連絡先・照会先
（１）本マニュアルに定める事務のうち、（２）を除くもの

　　日本銀行　金融市場局　市場企画課信用リスク管理グループ（本店新館４階）

　　　　０３－３２７７－１２３８
（２）本マニュアルに定める事務のうち、特則担保細則に関するもの

　　日本銀行　業務局　総務課営業国債業務企画グループ（本店新館６階）

　　　　０３－３２７７－１４４４
６．その他

　　日本銀行は、担保に関する取扱いの適切な運用を確保するため、必要と認める場合には、この規程と異なる取扱いをし、または差入先毎にこの特則の規定と異なる取扱いを指示することがあります。また、担保に関する取扱いの適切な運用を確保するため、必要と認める場合には、この特則を改正することがあります。

（附則）本特則は、適格性判定特則を廃止する日をもって廃止します。

第１号書式

　　年　　月　　日

日　本　銀　行

　　　　　　　   御 中

金融機関等名

 eq \o\ac(○,印)
（注１）

手形、企業に対する自己査定型証書貸付債権
および同電子記録債権の差入に関する願書
当行（社・庫）は、下記１．の点を確約の上、次の１．から３．までに掲げる手形、企業に対する証書貸付債権または企業を債務者とする電子記録債権について、貴行への担保差入させて頂きたくお願いします（注２）。

１．「企業および地方公共団体等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」（以下「適格性判定特則」といいます。）３．に定める基準を満たす企業が振出す手形

２．適格性判定特則３．に定める基準を満たす企業に対する証書貸付債権のうち、同別表（１）イ、および（２）に掲げる基準を満たす証書貸付債権

３．適格性判定特則３．に定める基準を満たす企業を債務者とする電子記録債権のうち、同別表（１）、（２）イ、および（３）に掲げる基準を満たす電子記録債権

記

１．確約事項

（１）当行（社・庫）が、適格性判定特則に基づき担保差入を予定している企業について、直近の自己査定において「業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる先」に区分していること。
（２）適格性判定特則に基づき担保差入を予定している企業は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に定める暴力団または暴力団員その他の反社会的勢力に該当しないこと。

（３）適格性判定特則に基づき担保差入を予定している企業は、「密接関係企業の基準」（「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアルの特則」（参考２））２．に掲げる密接関係企業の基準に該当しないこと。
（４）適格性判定特則に基づき担保差入を予定している企業について、合併、事業の全部もしくは重要なる一部の譲渡または譲受（分割や持株会社化等による企業形態の大幅な変更を含みます。）が発生することが判明した場合には、直ちに貴行に連絡すること。
（５）当行（社・庫）の信用リスク管理状況に問題があると認められた場合には、担保の受入停止、返戻等貴行の指示に従うこと。
（６）（１）から（３）までに掲げる事項に変更が生じた場合には、直ちに貴行に連絡するとともに、当該手形、電子記録債権または証書貸付債権について遅滞なく担保返戻依頼を行うこと。また、２．に掲げる事項に変更が生じた場合にも、直ちに貴行に連絡すること。
２．連絡担当部署

	本件に関する

当行（社・庫）の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　　）

（連絡先電話番号　　　　　　　）


（注1） 当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章押なつまたは署名をしてください。
（注2） 本願書は、適格性判定特則に基づき手形、企業に対する自己査定型証書貸付債権または同電子記録債権を初めて差入れる場合、その他日本銀行から指示があった場合に提出してください。
 第２号書式

　　年　　月　　日

日　本　銀　行

　　　　　　　   御 中

金融機関等名
地方公共団体に対する証書貸付債権および
同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼書

当行（社・庫）は、下記１．の点を確約の上、別紙記載の地方公共団体について「企業および地方公共団体等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」３．に定める証書貸付債権または電子記録債権の適格債務者としての選定を依頼します。

記

１．確約事項

（１）別紙記載の地方公共団体について、貴行からの請求がある場合には、当該債務者に関する資料を提出すること。

（２）別紙記載の地方公共団体について、名称の変更や合併等が発生することが判明した場合や２．に掲げる事項に変更が生じた場合には、直ちに貴行に連絡すること。

２．連絡担当部署
	本選定対象に関する

当行（社・庫）の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　　）

（連絡先電話番号　　　　　　　）


※　日本銀行では、所定の規則に基づき、日本銀行金融市場オンラインにより本申出書が提出された場合には、代表者から提出されたものとして取扱います。
第３号書式

　　年　　月　　日

日　本　銀　行

　　　　　　　   御 中

金融機関等名

 eq \o\ac(○,印)
（注１）

地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権および
同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼書

当行（社・庫）は、下記１．の点を確約の上、別紙記載の法人について「企業および地方公共団体等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」３．に定める証書貸付債権または電子記録債権の適格債務者としての選定を依頼します。

記

１．確約事項

（１）当行（社・庫）が、別紙記載の法人について、直近の自己査定において「業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる先」に区分していること。
（２）別紙記載の法人は、地方公共団体が全額出資していること（本選定依頼書の提出に際し、これを証する地方公共団体が作成した書類等を添付して提出します。）。

（３）別紙記載の法人は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に定める暴力団または暴力団員その他の反社会的勢力に該当しないこと。
（４）別紙記載の法人について、名称や住所の変更、合併、事業の全部もしくは重要なる一部の譲渡または譲受（分割や持株会社化等による企業形態の大幅な変更を含みます。）が発生することが判明した場合には、直ちに貴行に連絡すること。
（５）当行（社・庫）の信用リスク管理状況に問題があると認められた場合には、担保の受入停止、返戻等貴行の指示に従うこと。
（６）（１）から（３）までに掲げる事項に変更が生じた場合には、直ちに貴行に連絡するとともに、「地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権、同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼取下げ書」を提出し、本選定依頼を取下げること（注２）。また、２．に変更が生じた場合にも、直ちに貴行に連絡すること。
２．連絡担当部署
	本選定対象法人に関する
当行（社・庫）の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　　）
（連絡先電話番号　　　　　　　）


（注1） 当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章押なつまたは署名をしてください。
（注2） 自己査定の査定日付のみが変更される場合には、取下げ書の提出は不要です。
第５号書式
　　年　　月　　日
日　本　銀　行

　　　　　　　   御 中

金融機関等名

地方公共団体に対する証書貸付債権および
同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼取下げ書
下記の地方公共団体につき、「企業および地方公共団体等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」３．に定める基準を満たす証書貸付債権および電子記録債権の適格債務者としての選定依頼を取下げます。

記
	地方公共団体名
	

	本地方公共団体に関する

当行（社・庫）の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　）
（連絡先電話番号　　　　　　）


※　日本銀行では、所定の規則に基づき、日本銀行金融市場オンラインにより本申出書が提出された場合には、代表者から提出されたものとして取扱います。
第６号書式
　　年　　月　　日
日　本　銀　行

　　　　　　　   御 中

金融機関等名

　　　
地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権および
同電子記録債権の特則適格債務者の選定依頼取下げ書
下記の法人につき、「企業および地方公共団体等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」３．に定める基準を満たす証書貸付債権および電子記録債権の適格債務者としての選定依頼を取下げます。

記
	法人名（注）
	

	住所（注）
	

	本法人に関する当行（社・庫）の連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　）
（連絡先電話番号　　　　　　）


（注）登記上の名称および住所を記入してください。
※　日本銀行では、所定の規則に基づき、日本銀行金融市場オンラインにより本申出書が提出された場合には、代表者から提出されたものとして取扱います。
第７号書式
　　年　　月　　日
日　 本　 銀　 行
　　　　　　　   御 中
（金融機関等名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       

（連絡担当部署および連絡責任者）
地方公共団体等債務にかかる担保の選定依頼に関する変更連絡書

地方公共団体等債務にかかる担保の選定依頼に関して下記のとおり変更が生じましたのでご連絡します。

記

	変更事項
	

	変更内容
	

	変更後の当行（社・庫）

における連絡担当部署
	（連絡責任者名　　　　　　　）
（連絡先電話番号　　　　　　）


（注）変更前の金融機関等名、連絡担当部署および連絡責任者を記載してください。
※　日本銀行では、所定の規則に基づき、日本銀行金融市場オンラインにより本申出書が提出された場合には、代表者から提出されたものとして取扱います。
（参考１）

企業および地方公共団体等債務にかかる担保の適格債務者等としての基準
	選定対象の
債務者・担保種類
	債務者等についての基準

	
	担保基本要領に規定する手形の適格支払人であること
	外部格付
・
自己査定
	その他

	信用判定企業
	社債
	イ、適格性判定特則３．に定める基準を満たす社債の発行者
	必要
	適格格付機関による格付けが「ＢＢＢ格相当」であること
	――

	
	
	ロ、保証により適格性判定特則３．に定める基準を満たす社債の発行者および保証企業
	【発行者】
不要
【保証企業】
必要
	【発行者】
――
【保証企業】
適格格付機関による格付けが「ＢＢＢ格相当」であること
	【発行者】
――
【保証企業】
――

	
	電子
記録
債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす企業を債務者とする電子記録債権のうち、同別表（２）ロ、に掲げる基準を満たす電子記録債権の債務者
	必要
	適格格付機関による格付けが「ＢＢＢ格相当」であること
	――

	
	証書
貸付
債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす企業に対する証書貸付債権のうち、同別表（１）ロ、に掲げる基準を満たす証書貸付債権の債務者
	
	
	

	自己査定型企業
	手形
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす企業が振出す手形の支払人
	不要
	直近の自己査定が「業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる先」であること（注）
	――

	
	電子
記録
債権
	イ、適格性判定特則３．に定める基準を満たす企業を債務者とする電子記録債権のうち、同別表（２）イ、に掲げる基準を満たす手形類似電子記録債権の債務者
	
	
	

	
	
	ロ、適格性判定特則３．に定める基準を満たす企業を債務者とする電子記録債権のうち、同別表（２）イ、に掲げる基準を満たす電子記録債権の債務者
	
	
	

	
	証書
貸付
債権
	イ、適格性判定特則３．に定める基準を満たす企業に対する証書貸付債権のうち、同別表（１）イ、に掲げる基準を満たす証書貸付債権の債務者
	
	
	

	地公体
	電子
記録
債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす地方公共団体を債務者とする電子記録債権の債務者
	不要
	――
	――

	
	証書貸付
債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす地方公共団体に対する証書貸付債権の債務者
	
	
	

	
	地方
債
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす発行団体
	
	
	

	地公体
出資法人
	電子
記録
債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす地方公共団体出資法人を債務者とする電子記録債権の債務者
	不要
	直近の自己査定が「業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる先」であること（注）

	地方公共団体が全額出資していること

	
	証書
貸付
債権
	適格性判定特則３．に定める基準を満たす地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権の債務者
	
	
	


（注）手形、企業に対する自己査定型証書貸付債権または同電子記録債権、地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権、同電子記録債権を担保差入できるのは、差入希望先の信用リスク管理状況について日本銀行が適切であると認めた先に限られます。

（参考２）
密接関係企業の基準

１．定義
本基準で使用する用語の定義は、次のとおりとします。
（１）密接関係企業
「適格担保取扱基本要領」（平成１２年１０月１３日付政委第１３８号別紙１．）５．（２）ロ、に規定する「実質的な支配力または影響力に照らして、取引先と密接な関係を有すると日本銀行が認める企業」をいいます。
（２）取引先
当座勘定取引の相手方をいいます。
（３）子会社
「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和３８年大蔵省令第５９号。以下「財務諸表等規則」といいます。）第８条第３項、第４項および第７項に規定する子会社をいいます。
（４）関連会社
財務諸表等規則第８条第５項および第６項に規定する関連会社をいいます。
（５）連結財務諸表
「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和５１年大蔵省令第２８号。以下「連結財務諸表規則」といいます。）第１条第１項に規定する連結財務諸表をいいます。
（６）連結財務諸表提出会社

連結財務諸表規則第２条第１号に規定する連結財務諸表提出会社をいいます。

（７）連結の範囲
連結財務諸表規則第５条に規定する連結の範囲をいいます。
（８）持分法
連結財務諸表規則第２条第８号に規定する持分法をいいます。

（９）持分法の適用
連結財務諸表規則第１０条に規定する持分法の適用をいいます。
（10）親会社
財務諸表等規則第８条第３項および第４項に規定する親会社をいいます。
２．密接関係企業の基準
密接関係企業は、次の（１）から（４）までに掲げる基準に該当する企業とします。
（１）取引先の子会社および関連会社（取引先が連結財務諸表提出会社である場合には、連結の範囲に含まれる子会社ならびに持分法の適用を受ける子会社および関連会社）
（２）取引先の親会社（適格担保取扱基本要領５．（２）イ、に規定する「持株会社等」を除く。）
（３）取引先の親会社の子会社（当該取引先を除く。以下同じです。）および関連会社（親会社が連結財務諸表提出会社である場合には、その連結の範囲に含まれる子会社ならびに持分法の適用を受ける子会社および関連会社）
（４）その他、実質的な支配力または影響力に照らして、（１）から（３）までに掲げる基準に該当する企業に準ずるものとして取引先と密接な関係を有すると日本銀行が認める企業
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